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令和８年度議会運営委員会における協議事項 

 

※改正を検討する条例等を以下のとおり表記する。 

【基】 半田市議会基本条例 

【委】 半田市議会委員会条例 

【招】 半田市議会定例会招集条例 

【報】 半田市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

【政】 半田市議会政務活動費の交付に関する条例 

【会】 半田市議会会議規則 

【先】 先例 

 

１．常任委員会の委員定数と所管事項について【委】 

 ➡委員定数：３委員会、各６名 

   所管：市民経済部を建設産業委員会から総務委員会に移動 

   所管変更に伴い、「建設産業委員会」を「建設委員会」とする。（総務委員会、文教厚生

委員会の名称は現状どおりとする） 

１.－１半田市議会委員会条例の施行日はいつか。 

 委員の定数（３委員会、各６名）、委員会の名称、所管事項を変更する日はいつか。 

 ➡委員の定数、委員会の名称、所管事項を変更する日は、議員の定数が変わる日と同じ

とする。 

 

２．委員会等の活動について 

①閉会中の調査（政策提言）のテーマを複数設定するか否か。【先】 

 ➡テーマ数を明記しない  

②政策提言に対する当局の対応状況を検証するか否か。【基】 

 ➡検証する  

③議員の業務を常勤化するか否か。（出勤時間を定めるか）【先】 

 ➡常勤化としない  

④委員会の開催を定例化するか否か。（定例化：■委員会 毎週●曜日 9:30～）【先】 

 ➡委員会開催を定例化しない。ただし、月に 3 回ほど開催する。 

⑤委員会を定例開催とした場合、要点筆記を作成する負担を減らすため、非公式会議

（議員間討議）として行うか否か。【先】 

 ➡非公式会議とせず、事務局は出席  

⑥充実した調査研究を行うため、委員任期を２年とするか否か。【委】 

 ➡委員任期は現状どおり１年とする  

⑦閉会中の調査をどのように行うか明文化するか否か。【先】 

 ➡明文化しない  

⑧閉会中の調査テーマを複数化した場合、調査のための費用弁償を増額するか否か。

【予算対応】 

 ➡複数化する・しないに関わらず増額しない  
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⑨正副委員長の業務量増加により、手当を新設するか否か。【報】 

  常任委員会／特別委員会／広報系３委員会／その他 

 ➡正副委員長に手当を新設  

  ・常任委員会（予算・決算委員会は除く）正副委員長に新設 

  ・特別委員会、広報系３委員会は常任委員会より額を低く設定 

  ・議会運営委員会は手当を付けない 

⑨－１手当金額はいくらが適正か。 

 常任委員会（予算・決算委員会は除く）／特別委員会／広報系３委員会  

※議会として考える適正額。市長に提示する予定。 

 ➡常任委員会（予算・決算委員会は除く）委員長２万円、副１万円 

  特別・広報系３・議会運営委員会 委員長１万円、副５千円 

 

３．議員の働き方について 

①議員は原則常駐とし、いつでも会議等が開けるようにするか否か。【基・先】 

 ➡議員は常駐を原則としない 

②通年会期とするか否か。【基・委・招・会】 

 ※通年議会とした場合のメリットデメリット及び事務局当局への影響 

 ➡通年会期としない  

③議員報酬を適正化するか否か。【報】 

 ➡議員報酬を増額する 

③－１議員報酬額はいくらが適正か。 

 議長／副議長／議員  

※議会として考える適正額。市長に提示する予定。 

 ➡議長７０万円、副議長６３万円、議員５５万５千円 

④政務活動を見直し、拡大、増額するか否か。【政】 

政務活動費運用指針の見直し  ※ICT 化への柔軟な対応 

-❶政務活動費の使途基準の見直し 

-❷政務活動費の額の見直し 

 ➡政務活動費運用指針の使途基準を見直す。政務活動費の額は現状のまま 

④－１政務活動費運用指針の何をどう見直すか。 

    現指針の課題の洗い出し  

 ➡見直さず、現行どおりとする 

 

４．議長、副議長の任期について 

①議長、副議長の任期をそれぞれ何年とするか。（現状は議長副議長 1年）【先】 

 ➡議長副議長の任期は 1 年とする （現状どおり）  

②議長、副議長の基本拘束時間を明文化するか否か。【先】 

 ➡明文化しない （現状どおり）  
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５．議会選出監査委員の是非について 

 ➡監査委員を議会としては選出しない  

 

６．議会基本条例の検証について 

①現状把握と今後の方針を確認する。【基】 

②必要に応じて条例改正する。前述の２から４の協議結果も反映させる。【基】 
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常任委員会（予算委員会、決算委員会を除く）における 

閉会中の調査活動運用指針 

 

１．委員の任期  

 委員の任期は１年とする。ただし、後任者が選任されるまで在任する。（委員会

条例第３条） 

 

２．委員会の開催  

 閉会中の調査のための委員会を月に３回ほど開催することとする。 

 委員会の開催日程は、向こう３か月先まで、事前に確定し、周知する。 

 ３か月前の月の２５日をめどに、委員長が開催候補日を抽出し、LINEWORKS を

使用して委員のスケジュールを調整する。３か月前の月の月末までに開催日を決

定する。 

出席を求める当局職員の日程にも十分配慮する。 

 協議事項等がなければ委員会を開催しないことも可とする。 

 

３．委員会閉会中の調査事項（テーマ）の選定  

 調査事項（テーマ）は、委員会において十分な協議を行い、各委員の理解を得

て、委員会で決定する。 

 調査事項（テーマ）の選定にあたっては、関係する当局部署と事前調整を行い、

調査事項の目的や方向性、市に対して何を求めているか等、具体的な内容を共有

する。 

調査事項（テーマ）の数は、定めない。委員任期中（１年）に複数の調査事項

（テーマ）に取り組むことも可とする。 

 

４．視察  

 調査事項（テーマ）に関して、必要な情報を得るために視察を行う。 

２泊３日で３か所の視察を１回実施することを原則とするが、予算金額範囲内

であれば、視察回数や日数を変更することができる。ただし、原則 1 日につき 1

か所以上を視察する。 

 視察先については、愛知県内・県外を問わず可能とする。 

費用弁償は、半田市職員旅費支給条例及び半田市職員旅費のてびきに従い支給

する。 

 

５．当局への提言  

 提言は、原則、毎年５月臨時会で行う。ただし、委員会で決定し前倒しで行う

こともできる。 

提言は、市に何をどうしたらよいのかが伝わる内容とする。 

 前々年の提言について、当局の対応状況について検証する。 

令和 8 年 9 月 18 日議会運営委員会 委員長案 
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